
連 結 貸 借 対 照 表

(平成29年３月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 20,314,272 流 動 負 債 9,894,885

現 金 及 び 預 金 5,821,583 支 払 手 形 147,031

受 取 手 形 101,282 電 子 記 録 債 務 985,082

完 成 工 事 未 収 入 金 11,110,281 工 事 未 払 金 4,697,578

未 成 工 事 支 出 金 1,400,787 短 期 借 入 金 950,000

材 料 貯 蔵 品 318,447 未 払 費 用 1,205,827

繰 延 税 金 資 産 383,598 未 払 法 人 税 等 487,696

そ の 他 1,201,270 未 成 工 事 受 入 金 1,044,755

貸 倒 引 当 金 △22,979 完 成 工 事 補 償 引 当 金 15,574

固 定 資 産 8,599,242 工 事 損 失 引 当 金 50,987

有 形 固 定 資 産 3,823,898 そ の 他 310,351

建 物 及 び 構 築 物 1,774,048 固 定 負 債 2,215,674

工 具、 器 具 及 び 備 品 73,284 長 期 借 入 金 600,000

土 地 1,929,629 繰 延 税 金 負 債 408,459

そ の 他 46,937 役 員 退 職 引 当 金 71,317

退 職 給 付 に 係 る 負 債 956,038

そ の 他 179,859

無 形 固 定 資 産 65,456 負 債 合 計 12,110,560

投 資 そ の 他 の 資 産 4,709,887
(純資産の部)

投 資 有 価 証 券 4,385,637

関 係 会 社 株 式 60,643 株 主 資 本 15,033,185

従 業 員 長 期 貸 付 金 38,331 資 本 金 2,204,000

長 期 保 証 金 133,459 資 本 剰 余 金 1,850,016

繰 延 税 金 資 産 25,927 利 益 剰 余 金 11,720,216

そ の 他 73,436 自 己 株 式 △741,047

貸 倒 引 当 金 △7,549 その他の包括利益累計額 1,613,188

その他有価証券評価差額金 1,772,638

退職給付に係る調整累計額 △159,450

非 支 配 株 主 持 分 156,581

純 資 産 合 計 16,802,955

資 産 合 計 28,913,515 負 債 ・ 純 資 産 合 計 28,913,515

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



連 結 損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで） (単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 27,128,200

兼 業 事 業 売 上 高 199,490 27,327,691

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 23,558,906

兼 業 事 業 売 上 原 価 26,759 23,585,666

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 3,569,293

兼 業 事 業 総 利 益 172,731 3,742,024

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,105,140

営 業 利 益 636,884

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,967

受 取 配 当 金 55,737

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 18,588

そ の 他 18,514 95,808

営 業 外 費 用

支 払 利 息 20,180

そ の 他 7,695 27,876

経 常 利 益 704,817

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 339 339

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 4,996

そ の 他 561 5,557

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 699,599

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 482,168

法 人 税 等 調 整 額 △177,420 304,747

当 期 純 利 益 394,852

非支配株主に帰属する当期純利益 2,082

親会社株主に帰属する当期純利益 392,769

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



連結株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで） (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成28年４月１日残高 2,204,000 1,850,016 11,406,717 △740,552 14,720,180

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △79,270 － △79,270

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － 392,769 － 392,769

自 己 株 式 の 取 得 － － － △494 △494

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ － 313,499 △494 313,004

平成29年３月31日残高 2,204,000 1,850,016 11,720,216 △741,047 15,033,185
　

(単位：千円)

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

平成28年４月１日残高 1,762,806 △222,382 1,540,424 157,055 16,417,660

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △79,270

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － － － 392,769

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △494

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

9,832 62,931 72,763 △473 72,290

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

9,832 62,931 72,763 △473 385,294

平成29年３月31日残高 1,772,638 △159,450 1,613,188 156,581 16,802,955

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



連 結 注 記 表

【１】連結計算書類を作成するための基本となる重要な事項等
　1. 連結の範囲に関する事項
　 (1) 連結子会社 ４社
　 緑邦産業株式会社、邦友電気工業株式会社、
　 株式会社事業開発社、株式会社ＪＴＥ
　 (2) 非連結子会社
　 該当事項はありません。
　2. 持分法の適用に関する事項
　 (1) 持分法適用会社
　 関連会社 １社
　 富士通東邦ネットワークテクノロジー株式会社

(2) 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社
　 該当事項はありません。
　3. 連結子会社の事業年度に関する事項
　 連結子会社の決算日は連結決算日と同一であります。

【２】重要な会計方針に係る事項に関する注記
　1. 資産の評価基準及び評価方法
　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　 ① 満期保有目的の債券
　 償却原価法（定額法)
　 ② その他有価証券

時価のあるもの……決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの……移動平均法による原価法
　 (2) たな卸資産の評価方法
　 評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

① 未成工事支出金 個別法
② 材料貯蔵品 移動平均法

　2. 固定資産の減価償却の方法
　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成
28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。）

　 主な耐用年数
　 建物・構築物 ８年～50年
　 その他 ３年～10年
　 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　 自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
　 (3) リース資産
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。
　3. 引当金の計上基準
　 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債
権及び破産債権更生債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

　 (2) 完成工事補償引当金
　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積補償額に基づ
いて計上しております。



　 (3) 工事損失引当金
　受注工事の損失に備えるため、工事損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積
ることができる工事についてその見積額を引当計上しております。

　 (4) 役員退職引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上し
ております。

　4. 退職給付に係る会計処理の方法
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務
から年金資産の額を控除した額を計上しております。

　 (1) 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を、当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

　 (2) 過去勤務費用及び数理計算上の差異の処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しております。

　5. 収益及び費用の計上基準
　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる
工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい
ては工事完成基準を適用しております。

　6. その他連結計算書類作成のための重要な事項
　 (1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しておりま
す。

　 (2) 消費税等の会計処理
　消費税等に相当する額の会計処理は税抜方式によっております。

　7. 会計方針の変更
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の
取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度から適用し、平成28年
４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変
更しております。
　なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

　8. 追加情報
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年
３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

【３】連結貸借対照表に関する注記
　 有形固定資産の減価償却累計額

　 2,166,992千円

【４】連結株主資本等変動計算書に関する注記
　1. 当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式 11,880,000株
　2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　（1）配当金支払額等
　 平成28年６月１日開催の取締役会において次のとおり決議しております。
　 普通株式の配当に関する事項

　 配当金の総額 79,270千円
　 １株当たりの配当額 8円
　 基準日 平成28年３月31日
　 効力発生日 平成28年６月30日



　（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　 平成29年６月１日開催の取締役会において次のとおり決議しております。

　 配当金の総額 89,165千円
　 配当の原資 利益剰余金
　 １株当たりの配当額 9円
　 基準日 平成29年３月31日
　 効力発生日 平成29年６月30日

【５】金融商品に関する注記
　1. 金融商品の状況に関する事項
　（1）金融商品に関する取組方針

　当社グループは、資金繰計画に照らして、必要な資金を調達しております。一時的な余資は
安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しておりま
す。

　（2）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に取引企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ
れております。
　営業債務である支払手形、電子記録債務及び工事未払金は、ほとんど１年以内の支払期日で
あります。借入金、ファイナンス・リース取引に係る債務は、主に運転資金及び設備資金に必
要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年後であります。

　（3）金融商品に係るリスク管理体制
　 ① 信用リスクの管理

　 当社は、営業債権について、営業部門及び経理部門が主要な取引先を定期的にモニタリン
グし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。

　 ② 市場リスクの管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、また、満期保有目

的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有を継続的に見直してお
ります。

　 ③ 資金調達に係る流動性リスク
当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新することによ

り、流動性リスクを管理しております。



　2. 金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。
　 （単位：千円）

連結貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

(1)現金及び預金 5,821,583 5,821,583 －

(2)受取手形及び完成工事未収入金 11,211,564 11,211,564 －

(3)投資有価証券

　 ①満期保有目的の債券 205,173 201,001 △4,171

　 ②その他有価証券 3,780,612 3,780,612 －

(4)支払手形・電子記録債務及び工事未払金 (5,829,693) (5,829,693) －

(5)短期借入金 (950,000) (950,000) －

(6)長期借入金 (600,000) (600,000) －

(7)デリバティブ取引 － － －

　(＊) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。
(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　(1) 現金及び預金 並びに (2) 受取手形及び完成工事未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

　(3) 投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示
された価格によっております。

　(4) 支払手形・電子記録債務及び工事未払金 並びに (5) 短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

　(6) 長期借入金
　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利
率で割り引いて算出する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップ
の時価処理の対象とされており（下記（7）参照）、当該金利スワップと一体として処理され
た元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り
引いて算定する方法によっています。

　(7) デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として
処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記
（6）参照）。

(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額399,853千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)
投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

　



【６】賃貸等不動産に関する注記
　1. 賃貸等不動産の状況に関する事項
　 当社では、本店ビル及び恵比寿ビジネスタワーの一部を賃貸しております。
　2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価

920,764 1,493,161

(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2. 当期末の時価は、不動産鑑定評価に基づいて算定した金額であります。

【７】１株当たり情報に関する注記
　1. １株当たり純資産額 1,680円22銭
　2. １株当たり当期純利益 39円64銭




